
富士市サテライトオフィス体験補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、本市へサテライトオフィスとしての企業進出等を促進するため、本市に関心

を有する企業に対して、予算の範囲内において、本市に滞在のうえ、コワーキングスペース等に

てテレワークを実施し、サテライトオフィスとしての進出を検討に必要な経費を補助する富士市

サテライトオフィス体験補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 企業 事業を営む法人及び個人事業主をいう。 

⑵ 東京圏 東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県をいう。 

⑶ 東海道新幹線沿線自治体 東海旅客鉄道株式会社が運営する東海道新幹線における乗降駅が

存在する自治体のうち、愛知県、岐阜県、滋賀県、京都府及び大阪府をいう。 

⑷ テレワーク 情報通信技術等を活用し、通常業務を行う事務所とは 異なる場所で仕事をする

ことをいう。 

⑸ サテライトオフィス 企業が拠点とする事務所から離れた場所に新たに開設する事務所であ

って、テレワークを行うことができる事務所をいう。 

⑹ コワーキングスペ―ス等 市内で整備されたコワーキングスペース、シェアオフィス、レン

タルオフィスをいう。 

⑺ 企業移転等 企業が市外に所在する本部機能やその機能の一部を市内に移転するために、市

内空き店舗やコワーキングスペース等への入居などによりサテライトオフィスとして新たな拠

点を設置することをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の全てに該当する企業と

する。 

⑴ 東京圏又は東海道新幹線沿線自治体に本店もしくは主たる事務所を有し、かつ市内への企業

移転等に関心を有すると市長が認めるもの。ただし、市内に拠点を有する企業は、対象外とす

る。 

⑵ テレワークを２泊３日以上４泊５日までの日程で毎日行うことができるもの。 

⑶ テレワーク実施期間中や終了後に実施するアンケート調査・ヒアリング及び本事業のＰＲに



関する取材に協力できるもの。 

⑷ テレワーク実施中に、富士市地域産業支援センターにおいて事業展開の相談等を実施できる

もの。 

２ 補助対象者が、次の各号のいずれかに該当するときは、交付の対象としない。 

⑴ 風俗営業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定するものをいう。）を行う者。 

⑵ 宗教活動又は政治活動を目的とする事業を営む者。 

⑶ 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、その事業の内容が公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあ

る等の理由により補助金を交付することが不適当と認められるもの。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「対象経費」という。）及び補助金の額は、別表のとおりとし、

消費税及び地方消費税相当額を含まないものとする。 

２ 補助金の上限は、補助対象者あたり、その従業員及び役員（以下「従業員等」という。）４名分

までとし、かつ２０万円とする。 

３ 対象経費の合計額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、テレワークを開始す

る日の１０日前までに富士市サテライトオフィス体験補助金交付申請書（様式第１号。以下「交

付申請書」という。）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

⑴ 収支予算書（様式第２号） 

⑵ 誓約書（様式第３号） 

⑶ 企業の活動内容がわかる書類（登記事項全部証明書の写し等） 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付は、１事業者につき１回限りとする。 

（交付の決定） 

第６条  市長は、前条の規定により交付申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金の

交付を決定し、富士市サテライトオフィス体験補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請

者に通知するものとする。



（変更に係る条件等） 

第７条  補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該交付の決定を受け

た後において交付申請書に記載した事項に変更が生じた場合には、富士市サテライトオフィス体

験補助金変更申請書（様式第５号）と変更する内容を証する書類を添付し、市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項に規定する変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更を承認す

るときは、富士市サテライトオフィス体験補助金変更交付決定通知書（様式第６号）により当該

交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、当該事業が完了したときは、完了の日から３０日以内又は補助金の交付の

決定のあった日の属する年度の３月３１日（土日・祝休日の場合はその前日）のいずれか早い日

までに、富士市サテライトオフィス体験補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添

付し、市長に提出しなければならない。 

⑴ 収支決算書（様式第８号） 

⑵ 当該事業に関するアンケート 

⑶ 対象経費の領収書等の写し 

⑷ 当該事業実施中の写真 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（額の確定及び請求） 

第９条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を精査し、適正と認めたとき

は、富士市サテライトオフィス体験補助金交付確定通知書（様式第９号）により当該交付決定者

に通知する。 

２ 前項の規定による通知を受けた交付決定者が補助金の支払を請求しようとするときは、富士市

サテライトオフィス体験補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出するものとする。 

（補助金の支払） 

第１０条 市長は、前条に規定する交付請求書に記載された金融機関の口座に振り込むことによっ

て、交付決定者に補助金を支払うものとする。 

（報告及び立入検査） 

第１１条 市長は、補助金により事業が適切に実施されたかどうか等を確認するため、必要がある

と認めるときは、交付決定者に対し、補助金に関する報告及び立入調査を求めることができる。 



（補助金交付の取消し） 

第１２条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金を対象経費以外の用途に使用したとき。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したと

き、又は市長の指示に従わないとき。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付を取り消したときは、既に交付されている補助

金の返還を命ずるものする。 

２ 前項の規定により既に交付された補助金の返還を命じたられた者は、市長にこれを返還しなけ

ればならない。 

（委任） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要領は、令和５年７月１日から施行する。 
 

 

対象経費 内容 補助額 

交通費 

補助対象者の従業員等の勤務地の最寄り駅か

ら新富士駅までの往路及び復路に係る電車代 

（普通車自由席に限る） 

 

１人あたり上限１２，０００円 

宿泊費 
補助対象者の従業員等の滞在に係る宿泊費（市

内の宿泊施設に限る） 
１人あたり上限８，０００円/日 

施設利用費 
テレワーク実施に係るコワーキングスペース

等の使用料 
１人あたり上限１，１００円/日 


